
平成21年度は以下を実施。
・特定調達品目及びその判断の基準の検討に係る業務：11品目の追加、1品目の削除、41品目の見直し
・閣議決定された基本方針についての地方ブロック説明会等の運営補助：10地方ブロック参加者計1,959名
・グリーン購入の調達者の手引きの作成：20品目についての解説
・グリーン購入の効果評価：環境物品等の市場動向の調査等

19

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

法施行後、毎年度行われている基本方針の改定のため開催されている検討会の運営補助、及び法・基本方針の普及
のため行う説明会開催補助や参考資料の作成、グリーン購入の効果評価を行う。

特定調達品目及びその判断の基準等の見直し・追加に必要な検討を円滑に行うため国等の調達実績の取りまとめや
環境物品等の市場調査を実施する。また、調達者向け手引きを作成し地方ブロック説明会を実施して周知するととも
に、グリーン購入の効果(環境負荷低減及び市場形成への効果)を明確にし、効率的かつ効果的なグリーン購入の推進
を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

2422

執行率 86.4% 95.2% 122.2%

事業番号 ２２７

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成14年度国等におけるグリーン購入推進経費

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　一部改善

　(特定調達品目の拡充事業等について、長期にわたり実施していることから、効率的な事業実施に努めるべき。)

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

引き続き一般競争入札を実施し、効率的かつ効果的なグリーン購入の推進を図っていく。

本事業は法に基づく基本方針の変更のための検討補助や、地方ブロック説明会の補助等、基本的に担当官と共に行
うものが多いため、事業実施現場の状況やその内容、深度等は適宜適切に把握できていると考えている。
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19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 18

総事業費(執行ベース) 19 20 22

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 環境経済課

上位政策

環境経済課長
石飛　博之

環境省総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

環境・経済・社会の統合的向上

18

20 22

関係する計
画、通知等

グリーン購入法第６条 －

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

【一般競争・請負】

Ａ．（株）インテージ

２２百万円

環境省

２２百万円

基本方針改定等のた

めの調査



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.（株）インテージ E.

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 基本方針改定等のための調査費 22

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 22

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


